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調査計画 

 

１ 調査の名称 

小規模事業所勤労統計調査 

 

２ 調査の目的 

常用労働者を５人未満雇用する事業所における雇用、給与及び労働時間の状況を把

握することを目的として、令和２年は中止となった毎月勤労統計調査特別調査の代替

措置として統計委員会の要請に基づき実施する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

 

（２）属性的範囲 

令和元年毎月勤労統計調査特別調査において回答のあった事業所のうち、住所を

把握している事業所 

 

（参考）令和元年毎月勤労統計調査特別調査の属性的範囲 

日本標準産業分類の大分類のうち、「鉱業,採石業,砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業,郵便業」、「卸売業,小売業」、

「金融業,保険業」、「不動産業,物品賃貸業」、「学術研究,専門・技術サービス業」、「宿

泊業,飲食サービス業」、「生活関連サービス業,娯楽業（その他の生活関連サービス業のう

ち家事サービス業を除く。）」、「教育,学習支援業」、「医療,福祉」、「複合サービス事

業」及び「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」に属する、調査期

日（令和元年 7 月 31 日）現在において常用労働者を５人未満雇用する事業所 

 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数 

約 20,000 事業所 

 

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 
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調査対象事業所のうち、調査期日における以下の事項 

イ 事業所名 

ロ 主要な生産品の名称又は事業の内容 

ハ 調査期間 

ニ 企業規模 

ホ 常用労働者の数 

ヘ 常用労働者ごとの次に掲げる事項（常用労働者の数が５人未満の事業所のみ） 

ａ 氏名及び性 

ｂ 通勤又は住込みの別及び家族労働者であるかどうかの別 

ｃ 年齢及び勤続年数 

ｄ 出勤日数及び１日の実労働時間数 

ｅ きまって支給する現金給与額 

ｆ 特別に支払われた現金給与額 

 

（２）基準となる期日又は期間 

令和２年９月 30 日現在（給与締切日の定めがある場合には、９月の最終給与締切日

現在）について行う。ただし、（１）のヘｆに掲げる事項については、令和元年 10 月

１日から令和２年９月 30 日までの期間を対象とする。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

配布：厚生労働省－民間事業者－報告者 

回収：報告者－厚生労働省 

 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（     ）） 

厚生労働省が委託する民間事業者から調査対象事業所に対して郵送により調査票

を配布し、調査対象事業所が郵送又は政府統計共同利用システムを利用してオンラ

インにより厚生労働省に提出する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

１回限り 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和２年 10 月１日～10 月 31 日 
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８ 集計事項 

常用労働者１～４人の事業所における次の事項について集計を行う。 

イ 全国集計する事項 

第１表 産業、企業規模、性、通勤・住込み、家族・家族以外の別平均年齢、平均勤続年

数、一人平均１日の実労働時間数、一人平均月間出勤日数、一人平均月間きまっ

て支給する現金給与額、一人平均年間特別に支払われた現金給与額及び常用労働

者数 

第２表 産業、性、年齢階級、勤続年数階級、通勤・住込み、家族・家族以外の別一人平

均月間きまって支給する現金給与額及び常用労働者数（企業規模１～４人） 

第３表 産業、企業規模、性、年齢階級、通勤・住込み、家族・家族以外、月間きまって

支給する現金給与額階級別常用労働者数 

第４表 産業、企業規模、性、年齢階級、通勤・住込み、家族・家族以外、１日の実労働

時間数階級別一人平均月間きまって支給する現金給与額及び常用労働者数 

ロ 都道府県別に集計する事項 

第５表 産業、性別一人平均１日の実労働時間数、一人平均月間出勤日数、一人平均月間

きまって支給する現金給与額、一人平均年間特別に支払われた現金給与額及び常

用労働者数 

 

 なお、集計に当たっての推計方法は別紙のとおりとする。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

令和３年４月末までにインターネット（e-Stat）により公表し、その後、印刷物を

作成する。 

 

10 使用する統計基準 

調査対象の範囲の画定及び集計結果の産業別の表示において、日本標準産業分類を使用

する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

記入済み調査票：３年 

調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：常用 

（２）保存責任者 

記入済み調査票：厚生労働省政策統括官付参事官付統計管理官（雇用・賃金福祉統計

室長） 

調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：厚生労働省政策統括官付参事官（企画調整

担当） 
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（別紙） 

結果の推計方法 

 

 以下では、 

  h （=1,・・・,L）：令和元年毎月勤労統計調査特別調査における調査区の抽出に用いた層 

 

hM ：令和元年毎月勤労統計調査特別調査における第 h 層の母集団調査区数 

 

 

 

hm ：令和元年毎月勤労統計調査特別調査における第 h 層の標本調査区数 

hin ：令和元年毎月勤労統計調査特別調査における第 h 層第 i 調査区内の回答のあった事業所数 

 （ i =1,・・・, hm ） 

：本調査における第 h 層第 i 調査区内の回答のあった常用労働者を１～４人雇用する事業所数 

 （ i =1,・・・, hm ） 

  hijX ：第 h 層第 i 調査区内第 j 事業所の特定の集計区分に該当する労働者数 

（ i =1,・・・, hm ; j =1,・・・, ） 

とする。 

 

なお、令和元年毎月勤労統計調査特別調査における母集団調査区は、平成 26 年経済センサス-基礎調査の調

査区を基に作成した調査区であり、令和元年毎月勤労統計調査特別調査における層は、調査区内の事業所の特

性に応じて設定している。 

 

 このとき、都道府県別産業別等、特定の集計区分に該当する常用労働者数については、以下のように推計値

1R̂ として算出される。 

 

 

 

 

 また、 

      ：第 h 層第 i 調査区内第 j 事業所の特定の集計区分に該当する労働者のきまって支給する現金給与額

の総和 

とするとき、きまって支給する現金給与額については、以下のように推計値 2R̂ として算出される。 
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ただし、 

 

：第 h 層第 i 調査区における特定の集計区分に該当する労働者のきまって支給する現金給与額の総和 

 

 

 

：第 h 層第 i 調査区における特定の集計区分に該当する労働者数 

 

  

なお、年齢、勤続年数、出勤日数、実労働時間数及び過去１年間特別に支払われた現金給与額についても、

同様に算出される。 

 


